
  

 

 

厚生労働科学研究費補助金 がん対策推進総合研究事業 

 

 

 

 

がん検診における‘Shared Decision Making’推進と利益不利益バランスに 

基づく受診意思決定支援ツール開発のための研究 

（20EA1024） 

 

 

 

 

 

令和4年度 総括・分担研究報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究代表者 濱島ちさと（帝京大学医療技術学部・教授） 

 

 

 

令和 5 (2023)年 5月 
 



 
目  次 

 
 
 
I. 総括研究報告書 

 
がん検診における‘Shared Decision Making’推進と利益不利益バランスに基づく 

     受診意思決定支援ツール開発のための研究............................................................................. 1 
 帝京大学／濱島ちさと 
 
II. 分担研究報告書 

 
1. がん検診に関する第 3 期都道府県がん対策推進計画レビューによる Decision Aids 策定に 

 向けた施策の検討 .................................................................................................................. 51  
   帝京大学／渡邊清高 
2. 意思決定支援ツールの効果検証に関するシステマティックレビューのオーバービュー .... 54 

 藤田医科大学／寺澤晃彦 
 

3. がん検診の意思決定に関する行動経済学的な観点からの研究 ............................................. 56 
  慶應義塾大学／後藤励 

 

4. 公的データを用いた自治体による受診勧奨と肺がん検診受診率の検討 .............................. 60 
  国立がん研究センター／細野覚代 

 

5. 受診者情報に関する質的研究 ................................................................................................ 64 
  帝京大学／山崎恭子 

 
 
III. 研究成果の刊行に関する一覧表 ............................................................................................... 66 
 



―1 

 
厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

総括研究報告書 
 
 

がん検診における‘Shared Decision Making’推進と利益不利益バランス 
に基づく受診意思決定支援ツール開発のための研究 

 
研究代表者：濱島ちさと 帝京大学医療技術学部・教授 

 
 
研究分担者： 
渡邊 清高 帝京大学医学部・病院教授） 
後藤 励 慶應義塾大学大学院経営管理研究科・教授） 
寺澤 晃彦 藤田医科大学医学部・教授） 
細野 覚代 国立研究開発法人国立がん研究センター・がん対策研究所検診研究部検診評価研究

室・室長） 
山﨑 恭子 帝京大学医療技術学部・教授） 

 

 

研究要旨 
がん対策基本計画の推進により、がん検診の情報提供進みつつあるが、受診対象者はがん検

診について何らかの疑問や意見を持ち合わせおり、支援対策を求めていることが示唆された。我が
国ではがん検診における Shared Decision Making (SDM)が未だ浸透していないが、受診者
個々人に配慮し、検診受診を促進するための有力なツールとなりうる。 
 本研究班では、我が国のがん検診に実情に即して、主としてがん検診選択や精検支援に着目
し、ナースナビゲーションにSDMを組み合わせる新たな方法を提案した。ASSESS（評価）、
ADVISE（助言）、AGREE（同意）、ASSIST（支援）、ARRANGE（調整）からなる｢5A Frame 
work｣を採用しDecision Aidsの活用により、SDMの標準化を図ることができる。がん検診におけ
るSDMの普及に向けて、基本的な考え方を紹介すると共に、研究班での研究成果を踏まえ、がん
検診Shared Decision Makingマニュアルを作成した。 
 
 
Ａ．研究目的 
科学的根拠に基づく利益と不利益を個人の価

値観に照らし合わせ、最良の方法が選択できる
‘Shared Decision Making (SDM)’が、がん検
診においても適切に利用されることが求められて
いる。本研究では、我が国において、がん検診の
利益不利益を勘案して受診選択を可能とするため
のDecision Aids(意思決定支援ツール)開発と運
用マニュアル作成を目標とする。 
 
Ｂ．研究方法 
① がん検診の意思決定支援ツールを評価した
システマティックレビューのオーバービューを2022
年12月31日出版分まで文献アップデートを行い、
対象報告を査読付き学術論文から公的医療技術
評価レポートまで拡張、追加した。新たに実施した
引用マトリックス解析を行った。 
② 水戸市において、67～69歳の地域住民で過
去2年に大腸がん検診未受診者8,088人に研究
参加の案内状を送付したところ、740人より同意の
返信があった。そのうち、122人が会社の人間ドッ
クなどで2年以内に受診していたため除外し618
人が研究対象にアンケート調査、便潜血検査キッ
トの郵送による配布・回収と精密検査対象者には
研究者が作成した看護職による大腸がん検診支
援マニュアルに基づく支援の実施というプログラム
による介入を行った。 

③ 都道府県がん対策基本計画3期のがん検診
の分野において、7領域29項目について評価指
標を設定し評価した令和3年度までの成果をもと
に、Decision Aids策定に向けた現状把握、普
及・啓発、個別勧奨、指標の提示と活用の施策を
取りまとめた。 
④ がん検診受診率向上のために全国の市町村
は様々な対策を実施している。本研究では公的デ
ータを活用し、受診勧奨方法別に肺がん検診受
診率との関連を検討した。 
市町村の受診勧奨や検診実施状況については

「市区町村におけるがん検診の実施状況調査
(2016-2020年度調査)」、肺がん検診受診率は
「地域保健・健康増進事業報告(2016-2019年度
調査)」を用いた。 
⑤ 職域において、がん検診および精密検査受
診、治療に至るまでの検診完遂にむけ、受診者が
必要とする情報、支援対策を把握するためのアン
ケート調査を行った。 
⑥ 3年間の研究成果及び国立がん研究センター
で作成された「有効性評価に基づく子宮頸がん検
診ガイドラン」「有効性評価に基づく大腸がん検診
ガイドラン(ドラフト版)」を参照し、子宮頸がん検診、
大腸がん検診、大腸がん検診精検の 3種の
Decision Aidsを作成した（添付資料1, 2, 3）。 
⑦ 先行研究及び3年間の3年間の研究成果を踏
まえ、我が国で実施可能ながん検診のための
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SDM方法を開発する。 
⑧ Decision aidsの活用方法も含め、SDMマニ
ュアルを作成した。 
⑨ SDM周知・推進の対策を検討した。 
 
（倫理面への配慮） 
① 公表されている資料を用いた2次研究（統合

型研究）であり、倫理審査の対象外とした。 
② 帝京大学医学系研究倫理委員会からの承認

（帝倫20-208号）を得て実施した。 
③ 公開情報(都道府県がん対策推進計画)を用

いた質的分析であるため、倫理的な配慮事項
は該当しない。 

④ 公的データのみを用いた研究のため、研究
倫理審査の対象外である。 

⑤ 帝京大学医学系研究倫理委員会からの承認
(帝倫22-126号)を得て実施した。 

⑥ 公表されている資料を用いたことから、倫理
審査の対象外とした。 

⑦ 倫理審査の対象外 
⑧ 倫理審査の対象外 
⑨ 倫理審査の対象外 
⑩ 倫理審査の対象外 
 
Ｃ．研究結果 
① システマティックレビューのデザインと結果に
ついてのエビデンスマップからは、意思決定支援
ツールによるがん健診の受診率への効果はがん
腫によって異なり、前立腺がん、乳がんでは低下、
大腸がんでは増加していた。一方、意思決定支援
ツールはがんの種類に拠らず、がん検診の知識と
情報提供可での選択（インフォームド・チョイス）を
一貫して増加させており、意思決定の葛藤を低下
させていた。これらの結果から、意思決定支援ツ
ールはがん検診の共有意思決定を改善すること
が検証できたが、異なる意思決定支援ツールにお
ける比較データは限られていた。 
② 検体回収は607人で98.2%であった。検体提
出した者のうち49人が陽性であり、陽性率は8.1%
であった。便潜血陽性者49名のうち、41人が本研
究に協力を得られている医療機関で受診し、3名
がかかりつけ医療機関などで受診、5名受診拒否
(内2人は陽性報告後、連絡とれず)で、精検受診
率83.7%であった。精密検査受診拒否の理由は、
｢入院のため｣、｢長期出張で戻れないため｣、｢精
密検査費用が出せないため｣であった。 
③ がん対策3期基本計画では、過去2期の取り
組みを踏まえ、科学的根拠に基づくがん検診を質
の確保された体制のもと精度管理を行い実施して
いくこと、職域検診などと連携する重要性が強調さ
れたおり、推奨の抽出についても、実施体制に加
え、普及啓発やDecision Aids、個別勧奨などの
意思決定支援において新たな項目を作成した。 
④ 検診対象者全員に個別受診勧奨した市町村
は約50％にすぎなかった。近年は節目年齢の者
に勧奨したり、過去に受診歴のある者に実施した
り様々な方法が実施されていた。パネルデータ分
析(pool推定)を用いて、受診勧奨法方法と肺が
ん検診受診率との関連を検討したところ、個別受
診勧奨を行っている自治体において、多変量解

析で有意な正の関連を示したのは、全員への個
別勧奨・自治体職員以外の個別訪問・世帯主宛
の通知、負の関連を示したのは郵送による通知、
電話による通知であった。また、個別受診勧奨実
施にかかわらず、集団検診・未受診者全員への再
勧奨は正の関連を示し、自己負担は負の関連を
示した。 
⑤ 検査費用、精密検査費用、がん治療内容、精
密検査がどこで受けられるかについてが、欲しい
情報としてとくに高い割合を占めていた。必要な
支援では、がん検診の費用負担に援助がある精
密検査が必要となった場合、相談できることや、受
診先の紹介、予約などが必要な支援として割合が
高かった。 
⑥ 子宮頸がん検診、大腸がん検診、大腸がん検
診精検の3種のDecision Aidsを、諸外国で応用
されているinfographicやoption grid等の新たな
情報提供の方法に基づき、作成した（添付資料1, 
2, 3）。 
⑦ 先行研究や本研究班での成果を踏まえ、系
統的な受診勧奨を行うために、SDMを包含した、
ナースナビゲーションを提案する。がん検診版
SDMの方法として、US Preventive Services 
Task Forceが勧めている表1の5段階アプローチ 
(ASSESS(評価)、ADVISE(助言)、AGREE(同
意)、ASSIST(支援)、ARRANGE(調整)を採用し
た。基本的な考え方は先行研究と共通するが、患
者(受診者)の価値観を尊重するといった考え方
が定着していない我が国では第3段階が特に重
要である。 
さらに、大腸がん精密検査未受診を例とし、標

準的な支援を示した（表2）。ASSESS（評価）では
精密検査未受診者の立ち位置や未受診理由を確
認、ADVISE（助言）では全大腸内視鏡検査を推
奨、代替案の大腸コロノグラフィを提示、AGREE
（同意）では、受診者の価値観や優先度を探りどち
らを受けるかを聞き出し、ASSIST（支援）では医
療機関を紹介し、検査の受け方をはじめとする疑
問に回答するなど相談支援を継続する。
ARRANGE（調整）では、受診日のリマインド、受
診後の体調確認、次回の検診やサーベイランスを
実施。患者（受診者）の健康意識を通して、個々
人の優先順位や価値観を捉える。同時に、科学
的根拠に基づく検診の説明により検診に関する誤
解をも解いてい く こ とが課題となる 。 「 5A 
Framework」では、科学的根拠に基づく説明が
求められる。受診者の疑問に対応できるよう、科学
的根拠や情報を研究班のホームページで提供し
ていく予定である。 
⑧ SDMの基本的な考え方や研究班での研究成
果を紹介すると共に、研究班で開発した、日本版
のがん検診SDMを提案したがん検診 
SDM運用マニュアルを作成した（添付資料4）。 
⑨_1. SDMマニュアルとホームページによりがん
検診におけるSDMの周知に努めている。ホーム
ページを開設し、上記マニュアル、decision aids
を公開した（https://sdm-gankenshin.com/）。ま
た、全国市町村へ印刷版を送付した。 
⑨_2. 2023年2月18日に帝京大学において、   
SDM研修会を開催し、8名の看護師・保健師が参

https://sdm-gankenshin.com/
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加した。出席者は地域・職域においてがん検診に
直接従事していることから、講義と演習により、実
践的な研修を行った。 
  
Ｄ．考察 
 がん対策基本計画において受診率の目標値が
設定されたことにより、その対策が全国で行われ
ている。がん検診の情報提供や個別の受診通知
などは浸透している。しかし、2019年国民生活基
礎調査では未だ目標の50%までは到達していな
い。本研究班の未受診者への勧奨調査、受診対
象者へのアンケート調査やインタビュー調査など
から、受診者への支援の必要性が示された。多く
の患者（受診者）はがん検診について何らかの疑
問や意見を持ち合わせており、何らかの機会を提
供することにより、受診に結び付くことが示された。
がん検診におけるSDMの効果について研究の途
上にあるが、知識の増加や葛藤の低下などにより、
自律的に検診を選択できる可能性を提供できる。
SDMの進め方については、USPSTFの示す「5A 
Framework」やElwynらの提唱する「3 Talk 
Model」などがある。しかし、国内でSDMを行う場
合は、患者（受診者）・医療者の意思決定だけで
はなく、医療機関の紹介や予約などを含む支援が
含まれるべきである。 
集団をベースとした我が国のがん検診では検

診未受診者を対象としたSDMを勧めることは困難
である。しかし、大腸がん検診や子宮頸がん検診
では精密検査受診率の改善や継続受診につなが
る可能性はあり、本研究班の試行調査でも一定の
成果をみている。特に、ナースナビゲーションの過
程に、SDMの手法を取り込むことで、より系統的
なアプローチが期待できる。我が国の医療では依
然パターナリズムの傾向は強く、患者（受診者）へ
のSDMの重要性について十分な理解が得られて
いない。SDMの推進には医療者の意識改革のた
めに研究成果の公表などを通して継続的に情報
発信をしていく必要がある。また、SDMを担う医
師・保健師・看護師のための教育機会の提供とし
て、研修会の開催、リカレント教育、e-learningな
ども検討されるべきである。また、教育のみならず、
SDMにより集積される数多くの疑問点に科学的
根拠に基づいた情報提供ができる機会をホーム
ページなどで提供する必要もある。そのためにも、
SDMを通じたネットワークを活用しながら、SDM
普及のための継続的支援体制が整備されることが
望まれる。 
 
Ｅ．結論 
がん対策基本計画の推進により、がん検診の情

報提供進みつつあるが、受診対象者はがん検診
について何らかの疑問や意見を持ち合わせおり、
支援対策を求めていることが示唆された。我が国
ではがん検診におけるSDMが未だ浸透していな
いが、受診者個々人に配慮し、検診受診を促進
するための有力なツールとなりうる。 
 本研究班では、我が国のがん検診の実情に即し
て、主としてがん検診選択や精検支援に着目し、
ナースナビゲーションにSDMを組み合わせる新
たな方法を提案した。ASSESS（評価）、ADVISE

（助言）、AGREE（同意）、ASSIST（支援）、
ARRANGE（調整）からなる｢5A Frame work｣を
採用しDecision Aidsを活用により、SDMの標準
化を図ることができる。がん検診におけるSDMの
普及に向けて、基本的な考え方を紹介すると共に、
研究班での研究成果を踏まえ、がん検診Shared 
Decision Makingマニュアルを作成した。 
  
Ｆ．健康危険情報 
 なし 
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Cost-effectiveness Analysis of Monoclonal 
Antibodies in the First-line Treatment of 
RAS Wild-type Metastatic Colorectal 
Cancer: A Systematic Review. Clinical 
Therapeutics. 45(1):41-54, 2023.1 

 
 2.  学会発表 

1. Hamashima C: Using multiple criteria 

decision analysis to develop guidelines for 

cervical cancer screening. Preventing 

Overdiagnosis 2022. 2022.6.9-12. Calgary, 

Canada [venue: Virtual 2022.6.10] オン

ライン 

2. 濱島ちさと．教育講演 がん検診の不利益減



―4 

少に向けたリスク層別化の応用. 第61回日

本消化器がん検診学会総会 , 2022.6.11. 

〔Virtual〕（日本消化器がん検診学会大会

雑誌.2022;5） 

3．山崎恭子, 濱島ちさと, 池田絹代, 大高のぶ

え．子育て中の母親の子宮頸がん検診およ

び HPV 検査に関する捉え方について．日

本公衆衛生学会総会抄録集81回、2022. 9． 

3. Hamashima C: An alternative pathway 

for re-evaluation of fecal immunological 

testing for colorectal cancer: Assessment 

of a new technique without direct 

evidence. GIN 2022. 2022.9.21-24. 

Toronto, Canada [venue: Westin Harbour 

Castle Hotel and Convention Centre].オ

ンライン 

4. 山崎恭子, 濱島ちさと, 池田絹代．子育て中

の母親の子宮頸がん検診および HPV 検査

に関する捉え方について. 第81回日本公衆

衛生学会 , 2022.10.7-9, 山梨 . 〔venue: 

YCC 県民文化ホール, 山梨県立図書館〕 

5. 阿部 浩一郎, 寺澤 晃彦, 濱島ちさと．シス

テマティックレビューによる全大腸内視鏡

での中間期がん発生率の検討. JDDW2022

第 60 回日本消化器がん検診学会大会 パネ

ルディスカッション 4, 2022.10.27-30, 福

岡.〔venue: 福岡国際センター, 福岡サンパ

レス, 福岡国際会議場, マリンメッセ福岡〕

（ 日 本 消 化 器 が ん 検 診 学 会 雑 誌 . 

2022;xxSuppl 大会:xxx） 

6. 石田理, 齋藤洋子, 山崎恭子, 濱島ちさと, 

神長憲宏．大腸がん検診未受診者を対象と

した受診勧奨のための試行調査(続報). 

JDDW2022 第 60 回日本消化器がん検診学

会大会, 2022.10.27-30, 福岡. 〔venue: 福

岡国際センター, 福岡サンパレス, 福岡国

際会議場, マリンメッセ福岡〕（日本消化器

がん検診学会雑誌 . 2022;xxSuppl 大

会:xxx） 

7. 山崎恭子, 石田理, 齋藤洋子, 濱島ちさと．

地域住民を対象とした大腸がん検診受診歴

とがん検診に関する知識との関連について. 

JDDW2022 第 60 回日本消化器がん検診学

会大会, 2022.10.27-30, 福岡. 〔venue: 福

岡国際センター, 福岡サンパレス, 福岡国

際会議場,マリンメッセ福岡〕（日本消化器

がん検診学会雑誌 . 2022;xxSuppl 大

会:xxx） 

8. Hamashima C: Could We Continue CXR 

Screening for Lung Cancer: 

Re-Evaluation of CXR screening with 

background consideration. ISPOR 

Europe 2022. 2022.11.6-9. Vienna, 

Austria〔venue: Austria Center Vienna〕 

9. Hamashima C: Key Note Speech: New 

Technologies in Cancer Screening. 

Cancer Screening in Post-COVID-19 

Pandemic Era. International Asian 

Conference on Cancer Screening, IACCS. 

2022.12.16. Changhua City, Taiwan 

〔venue: Changhua Christian Hospital 

Dr. Landsborough Memorial Building〕 

10. Hamashima C: Change of participation 

in colorectal cancer screening under the 

COVID-19pandemic in Japan. Ca-PRI 

2023 (The Cancer and Primary Care 

Research International Network). 

2023.3.23-24. Oxford, England〔venue: 

Worcester College Oxford〕 
 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
 1. 特許取得 
  なし 
 
 2. 実用新案登録 
  なし 
 
 3.その他 

  特記事項なし 
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図 1. がん検診型 Shared Decision Makingの進め方 

　

ASSESS 評価 　

ADVISE 助言

AGREE 同意

ASSIST 支援

ARRANGE 調整

SDM 5A Framework

便潜血検査陽性者

精密検査受診勧奨＋DA

精密検査受診

ナースナビゲーションの標準化

 

 

 

表１．がん検診版 5A Framework 

内容

ASSESS 評価

・優先的に解決すべき問題を特定する

・患者（受診者）の立ち位置を確認する（受診予定、未受診、受診延期など）

・受診する意思はあるか。未受診の理由

ADVISE 助言

・がん検診/精密検査の方法（推奨される方法、不明な方法）

・がん検診/精密検査の利益・不利益

・科学的根拠の限界（不確実性）

・代替案の提示（推奨される方法と比べる）

AGREE 同意

・患者（受診者）の健康意識や価値観、優先度を知る

・検診（精密検査）を受ける意味を説明する

・検診（精密検査）の誤解をとく

ASSIST 支援

・検診（精密検査）を受けられる機関を紹介する

・検査の特徴や受け方などを説明する

・検査に関する疑問があれば支援することを保証する

ARRANGE 調整

・精密検査受診日リマインダー

・検査後身体状況の確認

・次回検診、サーベイランス確認

5A Framework
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表 2. 大腸がん精密検査未受診者向け 5A Framework 

便潜血検査陽性者

ASSESS 評価

・できるだけ早い時期に精密検査を受ける

・未受診（受診予定なし）

・精密検査を受診しない理由

ADVISE 助言

・精密検査としてTCSを勧める

・TCSの利点（発見率が高い）とリスク（偶発症）を説明する

・TCSを実施しても見逃しはありうる（偽陰性、中間期がん）

・代替案（CTC）の提示

・代替案（CTC）の利点（発見率が高い）とリスク（偶発症、被ばく）を説明する

AGREE 同意
・精密検査としてTCS/CTCのどちらを受けるか

・便潜血検査陽性の原因を説明する

ASSIST 支援

・精密検査を受けられる医療機関を紹介する

・TCS/CTC検査の特徴や受けるための準備を説明する

・疑問があればいつでも相談を受ける

ARRANGE 調整

・精密検査前日に検査日のリマインダーを送る

・検査後に身体状況を確認する

・精密検査の結果を確認する

・継続検診/サーベイランスを勧める

　　　　　　　　　　　　　　TCS：全大腸内視鏡、CTC：大腸コロノグラフィ

5A Framework
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添付資料  

 

1. 【リーフレット】子宮頸がん検診の新しい検査 HPV 検査. 2022 年 12 月 1 日. 令和 2 年度~4 

年度厚生労働科学研究費補助金(がん対策推進総合研究事業)｢がん検診における ‘Shared 

Decision Making’推進と利益不利益バランスに基づく受診意思決定支援ツール開発のための

研究(20EA1024)｣班作成 

2. 【リーフレット】大腸がん検診：便潜血検査. 2023 年 2 月 1 日. 令和 2 年度~4 年度厚生労働

科学研究費補助金(がん対策推進総合研究事業)｢がん検診における‘Shared Decision Making’

推進と利益不利益バランスに基づく受診意思決定支援ツール開発のための研究(20EA1024)｣

班作成 

3. 【リーフレット】大腸がん検診：精密検査. 2023 年 2 月 1 日. 令和 2 年度~4 年度厚生労働科

学研究費補助金(がん対策推進総合研究事業)｢がん検診における‘Shared Decision Making’推

進と利益不利益バランスに基づく受診意思決定支援ツール開発のための研究(20EA1024)｣班

作成 

4. がん検診 Shared Decision Making (SDM)運用マニュアル（2022 年度版）2023 年 3 月 1 日.

令和2年度~4年度 厚生労働科学研究費補助金(がん対策推進総合研究事業)｢がん検診における

‘Shared Decision Making’推進と利益不利益バランスに基づく受診意思決定支援ツール開発の

ための研究(20EA1024)｣班作成．URL: https://sdm-gankenshin.com/ 
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分担研究報告書 
                                                                                 
 

厚生労働科学研究費補助金(がん対策推進総合研究事業) 
がん検診における‘Shared Decision Making’推進と利益不利益バランスに 

基づく受診意思決定支援ツール開発のための研究 

 

― がん検診に関する第 3 期都道府県がん対策推進計画レビューによる 

Decision Aids 策定に向けた施策の検討 ― 

 
研究分担者: 渡邊 清高 

帝京大学医学部内科学講座・病院教授 

 

研究要旨 

【背景と目的】がん検診(がんの早期発見)はがん対策推進基本計画における重要な施策の一つで

ある。情報提供と啓発、Decision Aids としての情報発信の推奨を明らかにするため、2018 年 3

月に取りまとめられた都道府県がん対策推進計画のレビューをもとに、効果的な施策を取りまと

める。 

【方法】がん検診の分野において、7 領域 29 項目について評価指標を設定し評価した令和 3 年度

までの成果をもとに、Decision Aids 策定に向けた現状把握、普及・啓発、個別勧奨、指標の提示

と活用の施策を取りまとめる。【結果】3 期基本計画では、過去 2 期の取り組みを踏まえ、科学的

根拠に基づくがん検診を質の確保された体制のもと精度管理を行い実施していくこと、職域検診

などと連携する重要性が強調されたおり、推奨の抽出についても、実施体制に加え、普及啓発・

Decision Aids、個別勧奨などの意思決定支援において新たな項目を作成した。【考察】受診率向

上、精密検査受診、個別勧奨など効果的ながん検診の情報発信や啓発に向けた取り組みに関する

推奨をまとめた。レビューにおける市区町村の特徴ある取り組みや検診の利益・不利益に関する

適切な情報提供、個別勧奨における再勧奨や、精検受診の個別勧奨、企業や健康保健組合との協

業など、効果的な取り組みがなされていた。がん検診の推進および均てん化に向け効果的な施策

の実施に向け有用と考えられる。 

 

 
Ａ．研究目的 
 がん検診（がんの早期発見）はがん対策推進
基本計画における重要な施策の一つである。 
がんの早期発見及びがん検診(2次予防)の施

策として、がん検診についての正しい認識を持
ち、正しい行動を取ってもらうよう、より効果
的な受診勧奨や普及啓発、受診者の立場に立っ
た利便性への配慮等の対策が求められている。
令和4年度までに実施したレビューをもとに、
情報提供と啓発、Decision Aidsとしての情報発
信の現状と、都道府県におけるがん検診の情報
発信と啓発に関して効果的な実施に資する取
り組みと今後の方向性を明らかにする。 
 
Ｂ．研究方法 
令和3年度までに実施したレビュー（がん検診
の分野において、7領域29項目について評価指
標を設定し評価）に沿って、がん検診の普及啓
発に関する、現状把握、受診率向上、普及・啓
発、個別勧奨、精度管理、指標の提示と活用、
職域との連携とを抽出した。第3期基本計画で
は、過去2期の取り組みを踏まえ、科学的根拠
に基づくがん検診を質の確保された体制のも

と精度管理を行い実施していくこと、職域検診
などと連携する重要性が強調されており、普及
啓発に関する指標についても、実施体制に加え、
普及啓発・Decision Aids、個別勧奨、事業評価、
職域検診との協業の領域においての項目を参
照した。 
「普及啓発」 
今後の計画・特に注力すべき対象・数値目標・
多様なステークホルダーの参画・利益不利益に
ついての理解・Decision aidsの普及に向けた取
り組み 
「個別勧奨」 
今後の計画・対象の選定方針と方法・再勧奨と
精密検査勧奨・対象を広げるための計画 
職域や人間ドックなどの言及・受診率把握・健
保組合との連携と協業 
（倫理面への配慮） 
公開情報（都道府県がん対策推進計画）を用い
た質的分析であるため、倫理的な配慮事項は該
当しない。 
 
Ｃ．研究結果 
受診率向上、実施体制整備に加え、事業評価、
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個別勧奨など効果的ながん検診に関する情報
発信と啓発実施に向けた取り組みを抽出した。
市区町村の特徴ある取り組みや検診の利益・不
利益に関する適切な情報提供、個別勧奨におけ
る再勧奨や、精検受診の個別勧奨、企業や健康
保健組合との協業など、効果的な取り組みがな
されている県がみられた。Decision Aidsについ
て明示的に記載している県はなかったものの、
普及資材や情報発信の取り組みを好事例とし
て取り上げることで、県民向けに疑問や不安に
対する対応を分かりやすく提示していた。 
 
Ｄ．考察 
都道府県の比較においては、市区町村ごと、

圏域ごと、あるいは年代・性別ごとの受診率を
把握したり、検診の理解、利益・不利益に関す
る意識調査に基づいて啓発に向けた計画を記
載している県も見られた。本調査の特性として、
がん登録や住民向けの意識調査、市区町村ごと
のデータなど、現状把握に取り組む都道府県は、
具体的な課題の提示とその対応策について、独
自に得られた指標に基づく記載がなされてお
り好意的な評価がなされていた。がん検診の意
思決定支援ツールに必要な視点として、以下の
要素を取り入れることが望ましいと考えられ
た。 
①  住民の意向を踏まえた受診率向上に向け

た課題を抽出する（意識調査の実施と分析） 
「がん対策に関する世論調査」などで、「受け
る時間がない」「健康に自信がある」「必要性
を感じない」「いつでも医療機関を受診できる」
「がんが見つかるのがこわい」などの理由で受
診率が低い背景の分析がなされており、都道府
県においてもきめ細かな受診率の分析や、年
代・性別ごとの意識調査等で課題の抽出を行い、
勧奨に向けた課題を明確化し、住民（受診者）
の立場に立った分かりやすい情報提供や受診
しやすい環境整備に活用することが望まれる。 
② 普及啓発の取り組みについて、実施主体と
対象を明示して立案実施する（普及人材、情報
発信など） 
「推進サポーター制度（群馬県 がんに強い群
馬づくり推進サポーター制度）」｢情報ポータ
ルサイトによる啓発（福井県 がん検診受診勧
奨センター）｣「医療従事者による啓発（がん
よろず相談医、がん検診サポート薬剤師など）」
などの取り組みを実施主体に明示して立案実
施している。都道府県のこれまでの取り組みを
踏まえ、住民へさまざまな機会にがん検診の受
診、受診機会の正しい活用について啓発を推進
することが望まれる。 
③ 検診の利益・不利益に関する適切な情報提
供を含む、効果的な発信を実施する（DAの活
用、個別勧奨における再勧奨や、精検受診の個
別勧奨、企業や健康保健組合との協業など） 
普及啓発に関する実施計画においては、特に注
力すべき対象を明らかにし、評価指標を明らか
にした上で、多様なステークホルダー参画のも
とでの取り組みが望まれる。その際に、利益・

不利益についての理解やDAの活用や普及にあ
たっては、標準的な資材を活用した啓発や、関
係者への説明会、職域や健保組合との連携など
がなされることが望ましい。 
 これらの推奨事項は、Decision Aidsのガイド
集として作成されたSDMトライアル研修会で
の意思決定支援ツールに掲載し、がん検診の啓
発や相談対応に関わる関係者の有用なツール
として活用され、有用性に関する評価を得なが
らブラッシュアップしていくことが望まれる。 
 本調査の有用な点として、都道府県の特徴的
ながん検診に関する普及啓発に関する施策を
明らかにすることにより、がん検診の現状把握
に基づく受診率向上や、精検受診率向上、そし
てがん検診に関する正しい理解の普及など、が
ん対策推進基本計画が目指す、がんによる死亡
の減少に寄与することができる施策を全国に
普及させることができることが挙げられる。本
調査の限界として、公表された検診に関する医
療計画に基づく分析であり、最新の状況を踏ま
えたものではないこと、がん対策推進計画以外
のがん検診に関連する施策に記載されている
場合には十分把握できていない可能性がある
こと、市区町村など、がん検診を実施している
主体における現状や特徴的な事例を収集でき
ていない可能性がある。2023年のがん対策推進
基本計画第4期と、2024年度内に策定される各
都道府県がん対策推進計画の議論において、受
診者の疑問や不安に寄り添った情報提供や意
思決定支援の取り組みに有用であると考えら
れた。 
 
Ｅ．結論 
受診率向上、実施体制整備に加え、がん検診

に関する普及啓発、事業評価、個別勧奨など効
果的ながん検診の情報提供に関する取り組み
を評価する指標もとに推奨施策を抽出した。市
区町村の特徴ある取り組みや検診の利益・不利
益に関する適切な情報提供、個別勧奨における
再勧奨や、精検受診の個別勧奨、企業や健康保
健組合との協業など、効果的な取り組みがなさ
れている県がみられた。がん検診の推進および
均てん化に向け効果的な施策の実施に向け有
用と考えられる。 
 
Ｆ．健康危険情報 

なし 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
   なし 
 2.  学会発表 
1) 渡邊清高. 帝京大学医療系学部合同共通科
目 「地域健康管理学入門」における チームに
よる合同学修の取り組み：行動科学・社会科学
の教育についての事例提供 . 医学教育学会 , 
2022.12. 
2). Watanabe K, Japanese Perspective on 
Climate Change in Cancer Care MASCC 
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Education Study Group : climate change 
subgroup project. 2022.11. 
3) 渡邊清高 . 日本癌治療学会PAL(Patient 
Advocate Leadership)プログラムの歩みとこ
れから . 第60回日本癌治療学会学術集会 ,  
2022.10. 
4) 渡邊清高. 認定がん医療ネットワークナビ
ゲーター相互交流会：第60回日本癌治療学会学
術集会 2022.10. 
5) 渡邊清高, 西森久和, 佐々木治一郎, 藤也寸
志, 境健爾, 吉田稔, 矢野篤次郎, 片渕秀隆. 
相談と連携ニーズに基づくがんのチームケア
と地域連携を推進する教育プログラム開発. 第
60回日本癌治療学会学術集会, 2022.10. 
6) 渡邊清高, 境健爾, 佐々木治一郎, 村上利枝, 
辻晃仁, 藤也寸志, 中島美紀, 西森久, 和, 野
坂生郷, 増田昌人, 源川良一, 南秀明, 矢野篤
次郎, 吉田稔, 片渕秀隆. 特別企画シンポジウ
ム2 ： がん患者のためのチーム医療促進プロ
ジェクト. 第60回日本癌治療学会学術集会,  
2022.10. 
7) 渡邊清高, 佐藤正惠, 北澤京子, 忽那賢志.
新型コロナウイルス感染症に関する書籍の情
報評価の可能性と課題：日本版メディアドクタ
ー指標を用いた分析. 第14回ヘルスコミュニ
ケーション学会学術集会, 2022.10. 
8) 渡邊清高, 森山信彰, 中山千尋, 陸智美, 安
村誠司. 放射線健康影響に関するリテラシーを
向上する介入プログラムの効果と実効可能性
の検討. 第2回ヘルスリテラシー学会学術集会, 
2022.10. 
9) 金子一郎, 髙田真二, 菊池弘敏, 田中篤, 渡
邊清高, 竹内保男, 大久保由美子. オンライン
形式で開催された医学部Faculty development 
(FD)における医師のプロフェッショナリズム
に関する学修成果. 第54回日本医学教育学会
大会 2022.8. 
10) 渡邊清高, 髙田真二, 山田昌興, 小尾俊太
郎, 河野肇, 時崎暢, 三澤健之, 田中篤, 大久
保由美子. C-EPOC（卒前学生医用臨床教育評
価システム）導入期における課題抽出とマニュ
アル策定による臨床実習の活性化. 第54回日

本医学教育学会大会, 2022.8. 
11) 渡邊清高. PAL退院前模擬カンファレンス. 
第27回日本緩和医療学会学術集会 PALプログ
ラム, 2022.7. 
12) 渡邊清高, 西森久和, 牧克仁, 市原香織, 
宇野さつき, 野田真由美, 松本陽子, 桜井なお
み, 天野慎介, 梅田恵, 秋月伸哉. 患者アドボ
ケイト・ラウンジ （PAL:患者参画プログラム）
における、ウェブ会議システムを用いた「模擬
退院前カンファレンス」の実践とその有用性. 
第27回日本緩和医療学会学術集会, 2022.7. 
13) 渡邊清高, 高田真二, 山田昌興, 小尾俊太
郎, 河野肇, 時崎暢, 三澤健之, 田中篤, 大久
保由美子. CC-EPOC(卒前学生医用臨床教育評
価システム)導入期における課題抽出とマニュ
アル策定による臨床実習の活性化. 医学教育 
53(Suppl.) 245-245, 2022.7. 
14) 渡邊清高, 西村久和, 牧克仁, 市原香織, 
宇野さつき, 野田真由美, 松本陽子, 桜井なお
み, 天野慎介, 梅田恵, 秋伸哉. 患者アドボケ
イト・ラウンジ(PAL:患者参画プログラム)にお
ける、ウェブ会議システムを用いた「模擬退院
前カンファレンス」の実践とその有用性 .  
Palliative Care Research, 17(Suppl.): 
S.437-S.437, 2022.7月. 
15) 渡邊清高, 大塚(片倉)良子, 大野真司, 岡
本禎晃, 桜井なおみ, 篠崎勝則, 新小田雄一, 
辻晃仁, 西森久和, 松井優子, 安本和生. がん
患者のための多職種チームケアと地域医療連
携を推進する教育研修プログラムの開発. 第7
回日本がんサポーティブケア学会学術集会,  
2022.6. 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
 1. 特許取得 

該当なし 
 2. 実用新案登録 

該当なし 
 3.その他 

該当なし 
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分担研究報告書 
 

厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
がん検診における‘Shared Decision Making’推進と利益不利益バランスに 

基づく受診意思決定支援ツール開発のための研究 
 

― 意思決定支援ツールの効果検証に関するシステマティックレビューのオーバービュー ― 
 

研究分担者：寺澤 晃彦 
藤田医科大学 医学部 救急医学総合内科学講座 教授 

 

研究要旨 

がん検診についての意思決定支援ツールを評価したシステマティックレビューのオ
ーバービューを2022年12月31日出版分まで文献アップデートを行い、対象報告を査読
付き学術論文から公的医療技術評価レポートまで拡張、追加した。新たに実施した引用
マトリックス解析では採用された一次研究の頻度・レビュー間の重複はまばらで、各シ
ステマティックレビューが異なる組み合わせの証拠から結論に至っていることが明ら
かとなった。システマティックレビューのデザインと結果についてのエビデンスマップ
からは、意思決定支援ツールによるがん健診の受診率への効果はがん腫によって異な
り、前立腺がん、乳がんでは低下、大腸がんでは増加していた。一方、意思決定支援ツ
ールはがんの種類に拠らず、がん検診の知識と情報提供可での選択(インフォームド・
チョイス)を一貫して増加させており、意思決定の葛藤を低下させていた。これらの結
果から、意思決定支援ツールはがん検診の共有意思決定を改善することが検証できた
が、異なる意思決定支援ツールにおける比較データは限られていた。 

 

 
Ａ．研究目的 
一般に意思決定支援ツールは意思決断を要

する臨床状況について｢知識の獲得｣や「議論の
頻度」を増加させ、｢意思決定の葛藤｣の減少に
寄与すると報告されている。がん検診の共同意
思決定においてもこれらの結果が確認され、さ
らには有効性に影響する意思決定支援ツール
の特定の要素があるかについて検証をするこ
とが研究の目的であった。本年度も前年度に引
き続き証拠をアップデートし、結果の頑健性を
向上させることとした。 
 
Ｂ．研究方法 
前年度までに実施してきたがん検診につい

ての意思決定支援ツールを評価したシステマ
ティックレビューのオーバービューのアップ
デートを行った。具体的な追加事項としては、
下記の3点を実施した。 
① データベース検索を2022年12月31日まで

アップデートし、さらに対象報告を査読付
き学術論文のみから公的医療技術評価レポ
ートとして実施されたシステマティックレ
ビューまで拡張し、追加した。 

② システマティックレビューが採用した一次
研究の引用頻度・重複状況を標準的な方法
で可視化するため、新たに引用マトリック
ス解析を採用し、視覚的に統合した。 

③ 結果の視覚性を高める目的でエビデンスマ
ップ法を採用し、統一した報告形式とカラ
ーコード化で各システマティックレビュー

のデザインと結果を質的に統合した。 
 
（倫理面への配慮） 
        
本研究は既に公表されている資料を用いた2次
研究（統合型研究）であり、倫理審査の対象外
とした。 
 
Ｃ．研究結果 
・アップデートにより、最終的に26件のシステ
マティックレビュー（21の出版物で報告）を採
用とした。単一の特定がんに対するがん検診の
意思決定支援ツールに関する報告が24件（前立
腺がん8件、乳がん8件、大腸がん7件、肺がん1
件）、特定のがん種に拠らず複数のがんをまと
めて実施した報告が2件であった。 
・新たに実施した引用マトリックス解析では採
用された一次研究の頻度・レビュー間の重複は
まばらで、採用頻度や採用パターンにばらつき
があり、特定の研究1件がレビューに採用され
た回数はほとんどが1～2回のみと低頻度であ
った。 
・エビデンスマップからは、意思決定支援ツー
ルによるがん健診の受診率への効果はがん腫
によって異なり、前立腺がん、乳がんでは受診
意思および実際の受診率も低下していたが、大
腸がんでは両アウトカムともに増加していた。
一方、意思決定支援ツールはがんの種類に拠ら
ず、がん検診の知識と情報提供可での選択（イ
ンフォームド・チョイス）を一貫して増加させ
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ており、意思決定の葛藤を低下させていた。 
・意思決定支援ツールのフォーマット間の比較
効果は4件のみの報告であり、特定のフォーマ
ットが他のフォーマットと結果が異なるか検
証するには十分な証拠がなかった。 
 
Ｄ．考察 
本年度の追加解析の結果を加味し、意思決定

支援ツール一般に言及される、｢ツールを使用
すると知識や議論が増加し、意思決定の葛藤が
減少、対象者と提供者の共有意思決定に重要な
因子が改善する｣との内容はがん検診の共同意
思決定においても広く検証されていることが
確認できた。システマティックレビューは異な
る一次データに依存していたことが明らかと
なったが、概ね結果は一貫しており、一次研究
の採用基準に拠らず、結果の頑健性が担保され
るためと考えられた。 
 今回の結果からは前立腺がんと乳がんにつ
いてはがん検診受診行動（受診意思・実際の受
診）が減少し、大腸がんについては受診行動が
増加するというがん腫によって相反する異質
性を伴う結果となった。ただし、受診行動に関
するがん種毎の結果の違いには解釈に注意を
要する。具体的には、これまでに確立している
個々のがん種に対する検診自体の有効性と不
利益に関する科学的根拠の正しい認識とこれ
を背景とした適切な視点が必要となる。恐らく、
意思決定支援ツールにより共有意思決定が円
滑に行われ、個々のがん検診自体の正確な情報
が提供、対象者は検診についての十分な知識を
獲得、葛藤が解消され、これの過程から個人の
価値観に基づいて適切な受診行動がなされた

ことが推察される。 
 
Ｅ．結論 
今回実施したオーバービューでは意思決定支
援ツールは、がん検診の知識と情報提供可での
選択（インフォームド・チョイス）を高め、意
思決定の葛藤を低下させることにより、がん検
診の共有意思決定を改善することが検証でき
た。ただし、がん検診受診行動への影響につい
てはがん腫によって結果が異なっていた。異な
る意思決定支援ツールにおける比較データは
非常に限られていた。 
 
Ｆ．健康危険情報 
  特になし。 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
    該当なし。 
 
 2.  学会発表 

該当なし。 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 
  該当なし。 
 2. 実用新案登録 
  該当なし。 
 3.その他 
  該当なし 
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分担研究報告書 
  

厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
がん検診における‘Shared Decision Making’推進と利益不利益バランスに 

基づく受診意思決定支援ツール開発のための研究 
 

― がん検診の意思決定に関する合理性とバイアスの分析― 
 

研究分担者：後藤 励  
慶應義塾大学大学院・経営管理研究科 教授 

 
研究要旨 
本研究では、がん検診の意思決定に関する人々の合理性(バイアス)の程度を明らかにするこ
とを目的として、公的ながん検診の対象者である40～60代の男女の一般市民に対して、オン
ラインのアンケート調査を行った。行動経済学で人間の意思決定における非合理な特徴とし
て注目が集まっている一貫性のない時間選好（検診などの予防行動をすると言っていてもい
ざ検診が近づいてくると予防を先送りしてしまう）と損失回避（検診などに費用をかけると
いう損失を重視し、検診の効果等の利益を無視してしまう）について、行動経済学で使われ
ている質問票を用いた。この二つ以外にも、検診受診歴やがん検診に対する知識、所得・学
歴・生活習慣などの社会経済変数を尋ねた。行動経済学的な特徴とがん検診受診との関連を
見ると、先送り傾向があることと大腸がん検診受診との関連は見られなかったが、損失回避
傾向が高いことと大腸がん検診を受けていないことには有意な関係があった。そのほかに、
人々のリスクに関する選好の違いとしてリスク回避度があるが、リスク回避度が高い人ほど
有意に大腸がん検診を受けていないという関係も見られた。 

 
 
Ａ．研究目的 

がん検診の意思決定に関する人々の合理性
(バイアス)の程度を明らかにすること。 
 
Ｂ．研究方法 
公的ながん検診の対象者である40～60代の

男女の一般市民に対して、オンラインのアンケ
ート調査を行った。研究遂行にあたっては、慶
應義塾大学経営管理研究科の倫理審査委員会
の審査の上承認を受けた。昨年度報告したよう
にがん検診の利益と不利益のバランスに関し
ての人々の選好を定量的に明らかにするため
離 散 選 択 実 験 (DCE: Discrete Choice 
Experiment)をまず行った。離散選択実験は、
財やサービスの複数の特徴の間のトレードオ
フを数量的に分析する方法である。これまでも、
がん検診の受診行動を決定する際に重視して
いる検診の実施条件として、費用や担当者、場
所、時間などの要素を分析したものは先行研究
に見られたが、がん検診の健康に対する影響で
ある利益と不利益の間のトレードオフを考慮
した分析は本邦では行われていなかった。DCE
で用いたがん種は、男女両方が対象となり、科
学的根拠についての情報も多い大腸がんとし
た。 
人々の合理性の程度を分析するために、行動

経済学で人間の意思決定における非合理な特
徴として注目が集まっている一貫性のない時
間選好(検診などの予防行動をすると言ってい
てもいざ検診が近づいてくると予防を先送り
してしまう)と損失回避(検診などに費用をか
けるという損失を重視し、検診の効果等の利益

を無視してしまう)について、行動経済学で使
われている質問票を用いた。現在バイアスにつ
いては、表1のように「今日お金をもらえる」
と「7日後お金をもらえる」の選択肢をいくつ
か金額を変えて答えてもらった。同様の質問を
90日後と97日後で答えてもらい、将来の選択な
ら待つという選択肢を選ぶのに、現在の選択な
ら待つという選択肢を選ばない人を「現在バイ
アスがある」と定義した。損失回避傾向につい
ては、表2のような損失を含むリスクに直面す
る選択肢と確実に利得がもらえる選択肢との
選択について質問を行った。すべての選択につ
いて、損失を含むが期待利得は高い選択肢を期
待利得の程度を変えて表示した。損失回避傾向
が高いほど期待値が高いことを犠牲にしても
損失のリスクを避け確実に利得が得られる選
択を行うため、どの組み合わせまで表2の質問
でBの選択を選ぶかによって損失回避傾向を測
定した。損失回避傾向が高いほどBの選択肢を
選ぶ可能性が高いこととなる。 
この二つ以外にも、検診受診歴やがん検診に

対する知識、所得・学歴・生活習慣などの社会
経済変数を尋ねた。 
 
（倫理面への配慮）        
アンケート調査は同意したもののみに行い、
データは全て個人が識別可能な情報を削除し
た形で分析を行った。 
 
Ｃ．研究結果 
日本全国の40～60代の計4,081名(うち女性

2,085名）より回答を得た。最近2年間でがん検
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診(市町村検診に限らず、勤め先や健保組合等
で実施した検診や人間ドックも含む)を受けて
いないものは、胃がん2214名(54.3%)、肺がん
2,020名(49.5%)、子宮頚がん1,076名(53.0%)、
乳がん(48.0%)、大腸がん2,072名(50.8%)と半
数程度は現在検診を受けていなかった。大腸が
んについて、検診受診と有意に関連するのは、
高年齢、1週間に一度以上の飲酒、世帯年収の
高いもの、高学歴、がん検診についての知識の
多いものであった。 
 行動経済学で注目されている2つの非合理性
については、先送り傾向を示す一貫性のない時
間選好を持つものは195名(4.5%)であった、現
在でも90日後の将来でも時間割引率が等しい
もの、つまり経済学の意味では合理的なものは
2,379名(58.3%)であった。一方、損失回避に
ついては、損失回避傾向が最も強いものは1,50
4名(36.9%)であった。ただし、行動経済学に
関する質問に対する答えでは、質問の意味を理
解されていないと思われる答えも散見された。
これらの特徴とがん検診受診との関連を見る
と、表3のように先送り傾向があることと大腸
がん検診受診との関連は見られなかったが、損
失回避傾向が高いことと大腸がん検診を受け
ていないことには有意な関係があった。そのほ
かに、人々のリスクに関する選好の違いとして
リスク回避度があるが、リスク回避度が高い人
ほど有意に大腸がん検診を受けていないとい
う関係も見られた。 
 
 
Ｄ．考察 
現在、科学的な根拠のある検診方法を明らか

にし、有効性の確立されたがん検診を行ってい
くことが進められている。がん検診には死亡率
減少などの効果と同時に、偽陰性、偽陽性、過
剰診断、偶発症、受診者の心理的負担などの不
利益がある。実際の検診方法の推奨は、これら
のバランスを考慮して専門家により決められ
ている。 
一方、公的ながん検診を中心に受診率の低さ

が問題となっている。実際の受診の意思決定は、
がん検診の医学的な利益・不利益以外に、自己
負担や受診による心理的な費用も含めた費用
の大きさをそれぞれの受診者が判断して決め
る。この意思決定が合理的なものであれば個人
の判断に介入する必要性について社会的な議
論を行うことが必要となる。一方意思決定が非
合理的なものであれば何らかの介入が正当化
される場合もありうる。近年の行動経済学の発
展により、非合理な意思決定により健康改善な
どのウェルビーイングが損なわれるのであれ
ば、意思決定に介入する必要があるがその介入
はある選択肢の強制や排除ではなく、選択構造
の工夫(ナッジと呼ばれる)などによる“弱い”介

入が優先して行われている。 
 がん検診受診に対してどのような介入を行
うべきかは、人々のがん検診についての選好と
合理性の程度に大きく左右される。本研究では、
医療経済学と行動経済学の両方の方法を用い
て実証的に検討した。DCEの結果から見ると、
2割の回答者は「必ず受診しない」と答えてい
た。これらの回答者では、リスク回避度と損失
回避傾向が高い傾向にあることがわかった。が
ん検診受診においてリスク回避と損失回避が
高い場合、確実に損失を回避できるというメッ
セージを与えれば検診受診に意思決定を向か
せることが出来るかもしれない。 
 
Ｅ．結論 
がん検診の受診行動と行動経済学的な要素

との関連では、損失回避傾向と受診、リスク回
避傾向と非受診が関連していた。一方、時間選
好と受診との関連ははっきりとしなかった。
人々のリスク選好の特徴に応じた受診介入を
行うことの重要性が示唆された。 
 
 
Ｆ．健康危険情報 
    なし 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
1) Morimoto T, Fujito K, Yamasaki B,  Goto 
R. Cost-effectiveness Analysis of Monoclonal 
Antibodies in the First-line Treatment of 
RAS Wild-type Metastatic Colorectal 
Cancer: A Systematic Review. Clinical 
Therapeutics, 45(1):41-54, 2023.1. 
2) Miyawaki A, Ikesu R, Tokuda Y, Goto R, 
Kobayashi Y, Sano K, Tsugawa Y. 
Prevalence and changes of low-value care at 
acute care hospitals: a multicentre 
observational study in Japan. BMJ open, 
12(9), e063171. 2022.9.  
http://dx.doi.org/10.1136/bmjopen-2022-063 
 
 2.  学会発表 

なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 
  該当なし。 
 2. 実用新案登録 
  該当なし。 
 3.その他 
  該当なし 
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表1. 現在バイアスに関する質問例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
表2. 損失回避に関する質問例 
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表3. 大腸がん検診受診と行動経済学的な特徴の関連 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

変数 係数推定値 z値 ｐ値 
年齢 0.0116 23.9 0.00 
女性ダミー -0.0979 -11.84 0.00 
世帯年収 0.0520 27.34 0.00 
教育年数 0.0359 17.13 0.00 
検診に関する知識 0.0644 17.72 0.00 
現在バイアス 0.1462 7.54 0.00 
損失回避傾向 -0.0080 -4.06 0.00 
リスク回避度 -0.0055 -2.58 0.01 
定数項 -0.6747 -19.3 0.00 
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分担研究報告書  
 

厚生労働科学研究費補助金(がん対策推進総合研究事業) 
がん検診における‘Shared Decision Making’推進と利益不利益バランスに 

基づく受診意思決定支援ツール開発のための研究 

   
― 公的データを用いた自治体による受診勧奨と肺がん検診受診率の検討 ― 

 
研究分担者: 細野 覚代 

国立がん研究センターがん対策研究所・検診研究部・室長 

 

研究要旨 

がん検診受診率向上のために全国の市町村は様々な対策を実施している。本研究では公的データ
を活用し、受診勧奨方法別に肺がん検診受診率との関連を検討した。 
市町村の受診勧奨や検診実施状況については「市区町村におけるがん検診の実施状況調査 

(2016-2020年度調査)」、肺がん検診受診率は｢地域保健・健康増進事業報告(2016-2019年度調査)」
を用いた。 
 全市町村(1739件)のうち個別受診勧奨を行った市町村は2015年から63.6%、75.1%、79.6%、
82.0%と徐々に増加したが、肺がん検診受診率は10.2-11.7%とほぼ横ばいであった。郵送による個
別受診勧奨は70%以上の市町村で実施されているが、電話による通知や個別訪問等も実施されてい
た。検診対象者全員に個別受診勧奨した市町村は約50％にすぎなかった。近年は節目年齢の者に
勧奨したり、過去に受診歴のある者に実施したり様々な方法が実施されていた。パネルデータ分析 
(pool推定)を用いて、受診勧奨法方法と肺がん検診受診率との関連を検討したところ、個別受診勧
奨を行っている自治体において、多変量解析で有意な正の関連を示したのは、全員への個別勧奨・
自治体職員以外の個別訪問・世帯主宛の通知、負の関連を示したのは郵送による通知、電話による
通知であった。また、個別受診勧奨実施にかかわらず、集団検診・未受診者全員への再勧奨は正の
関連を示し、自己負担は負の関連を示した。 
 我が国の肺がん検診受診率対策において、がん検診向上に関連する個別受診勧奨の方法や実施様
式が示された。米国The Community Preventive Services Task Force (CPSTF) のレビューでは
がん検診受診率対策として検診対象者に受診案内を送付するコール、未受診者への再勧奨 (リコー
ル) が推奨されているが、本解析は郵送による通知は肺がん検診受診率を下げる要因であることが
明らかになった。今後は他のがん検診でも同様の解析を行い、有効な検診受診率対策について検討
し、Shared Decision Making普及の手がかりとする。 

 

 

Ａ．研究目的 
全国の市町村は、検診無料クーポン配布や

様々な受診勧奨を実施しているが、現在もが
ん対策推進基本計画のがん検診受診率目標
50%を達成できていない。公的データを活用
し、受診勧奨方法別に肺がん検診受診率との
関連を検討し、対策型検診におけるShared 
Decision Making(SDM)の実施方法について
考察する。 
 
Ｂ．研究方法 
 対策型検診における受診勧奨法については
厚生労働省がん疾病対策課に「市区町村にお
けるがん検診の実施状況調査」データ利用を
申請し、2016年度-2020年度分データを入手し
た。 
⚫ 市区町村別に個別受診勧奨の有無 
⚫ 個別受診勧奨有りの場合は個別受診勧奨の

方法 (郵送、電話、個別訪問、世帯主宛に
郵送等の実施割合) 

⚫ 個別受診勧奨を実施している場合は受診勧
奨の対象者、再受診勧奨の実施状況を調べ
た。 

⚫ 自己負担の有無、個別検診と集団検診の実
施状況、特定健診との同時受診等の情報も
抽出した。 
がん検診受診率は地域保健・健康増進事業

報告から、市区町村別の肺がん検診率データ
を抽出した(40-69歳、2016年度-2019年度まで
使用)。 
 市町村コードを使って、両データセットを
統合し、受診勧奨法別の受診率の中央値、最
小値と最大値を算出した。また、パネルデー
タ解析(pool推定)を用いて、受診率と受診勧奨
法との関連を検討した。 
 
（倫理面への配慮） 
  公的データのみを用いた研究のため、国立
がん研究センター内の研究倫理審査は受けな
かった。結果では集計データのみを公表し、
個々の市町村名が明らかにならないよう配慮
した。 
 
 
Ｃ．研究結果 
  2015年から2018年に実施された肺がん検
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診受診率は10.2-11.7%とほぼ横ばいであった。 
全市町村(1739件)のうち個別受診勧奨を行っ
た市町村は2015年から63.6%、75.1%、79.6%、
82.0%と徐々に増加した。 
 郵送による個別受診勧奨は70%以上の市町
村で実施されており、次いで世帯主宛の通知
が約25%、自治体職員以外による個別訪問は
10-13%の市町村で実施されていた。個別の電
話や自治体職員による訪問は5-6%程度であっ
た。2015－2018年の4年間において受診勧奨
法の実施割合に大きな変化はみられなかった 
(表1)。 
 検診対象者全員に個別受診勧奨を行った自
治体は約50%であった。2018年の調査結果で
は、検診対象者全員に個別受診勧奨した市区
町村が最も多いが(53.9%)、市町村国保加入者
に実施したのは16.2%であった。また、節目年
齢の者に実施したり(19.2%)、過去の受診歴が
ある者に実施した市町村(14.8%)も多かった 
(表2)。 
 2018年に未受診者全員に再勧奨を実施した
市町村は9.8%、一部の未受診者に再勧奨した
のは34.9%、再勧奨を実施していない市町村
は54.9%であり、再勧奨を実施出来ない自治
体が過半数を超えていた。 
 肺がん検診受診率を従属変数としたパネル
データ分析(pool推定)では、個別受診勧奨あ
り(回帰係数2.126, 95%信頼区間1.716-2.535, 
P値<0.0001)、検診対象者全員に実施(4.984, 
4.184-5.784, P値<0.0001)、自治体職員以外に
よ る 個 別 訪 問 (5.089, 4.506-5.673, P 値
<0.0001) 、 世 帯 主 宛 に 通 知 (4.714, 
4.273-5.154, P値<0.0001)、未受診者全員への
再勧奨(2.99, 2.165-3.653, P値<0.0001)が受
診率を上げる要因として提示された。一方、
郵送による通知(-5.135, -5.560—4.710, P値
<0.0001) 、 電 話 に よ る 通 知 (-1.933, 
-2.759—1.107, P値<0.0001)は有意に受診率
を下げる要因として提示された (表3)。 
 また、肺がん検診の実施様式として集団検
診と特定健診との同時受診は有意に受診率を
上げるが、自己負担がある場合受診率は有意
に低下する (表4)。 
  
Ｄ．考察 
 市町村の肺がん検診における個別受診勧奨
の実施状況を明らかにした。また、再勧奨や
実施様式(特定健診との同時受診等)と受診率
との関連も検討した。 
 2017年度より第3期がん対策推進基本計画
が開始されたのに伴い、個別受診勧奨の実施

割合は75.1%(2016年)から79.6%(2017年)に
上昇した。受診勧奨方法自体は大きな変化は
示されなかったが (表1)、個別受診勧奨の対象
者に関しては様々な方法が試されていること
が判明した (表2)。 
 米国The Community Preventive Services 
Task Force (CPSTF) が、がん検診受診率対策
として検診対象者に受診案内を送付するコー
ル、未受診者への再勧奨 (リコール) を推奨し
ており、国内でも郵送による通知は広く実施
されている。今回郵送による通知か受診率向
上につながらなかった要因としては、元々受
診率が低い自治体は郵送法しか実施していな
い一方、受診率が高い自治体では様々な方法
で勧奨しているためとも考えられる。また、
個別受診勧奨の有無にかかわらず、自己負担
の有無、特定健診との同時受診は受診率と有
意な正の関連がある。 
 
Ｅ．結論 
 我が国の肺がん検診受診率対策において、
がん検診向上に関連する個別受診勧奨の方法
や実施様式が示された。今後は他のがん検診
でも同様の解析を行う。有効な検診受診率対
策について検討し、SDM普及と実施の手がか
りとする。 
 
 
Ｆ．健康危険情報 
  なし 
 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 

該当なし 
 
 2.  学会発表 

該当なし 
 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
 

1. 特許取得 
  該当なし。 
 2. 実用新案登録 
  該当なし。 
 3.その他 
  該当なし 
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表1．個別受診勧奨の方法 

2015 2016 2017 2018

(n=1739) (n=1739) (n=1739) (n=1739)

肺がん検診受診率

(中央値, min-max)
11.70% 11.10% 10.60% 10.20%

(40-69歳) (0.4-68.4%) (0.1-53.2%) (0.4-55.3%) (0.2-64.5%)

個別に郵送で通知 792 (71.7%) 934 (71.9%) 988 (71.5%) 1028 (72.2%)

個別に電話で通知 53 (4.8%) 87 (6.7%) 82 (5.9%) 98 (6.9%)

個別訪問 (自治体職

員)
41 (3.7%) 45 (3.5%) 63 (4.6%) 59 (4.1%)

個別訪問 (非自治体

職員)
120 (10.9%) 170 (13.1%) 188 (13.6%) 189 (13.3%)

世帯主宛に通知 260 (23.5%) 353 (27.2%) 380 (27.5%) 375 (26.3%)

その他 71 (6.4%) 59 (4.5%) 69 (5.0%) 61 (4.3%)
 

 
 
 
 

表2. 個別受診勧奨の対象者 

2015 2016 2017 2018

(n=1739) (n=1739) (n=1739) (n=1739)

肺がん検診受診率

(中央値, min-max)
11.70% 11.10% 10.60% 10.20%

(40-69歳) (0.4-68.4%) (0.1-53.2%) (0.4-55.3%) (0.2-64.5%)

検診対象全員に実施 549 (49.7%) 665 (51.2%) 701 (50.7%) 768 (53.9%)

特定の年齢幅の者に

実施
91 (8.2%) 105 (8.1%) 136 (9.8%) 183 (12.9%)

節目年齢の者に実施 112 (10.1%) 160 (12.3%) 164 (11.9%) 274 (19.2%)

市町村国保加入者に

実施
114 (10.3%) 99 (7.6%) 116 (8.4%) 230 (16.2%)

その他 215 (19.5%) 247 (19.0%) 256 (18.5%) 181 (12.7%)

過去の受診歴のある

者に実施
211 (14.8%)
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表3.  肺がん検診受診率と個別受診勧奨法との関連(pool推定) 

Coef. Std. Err. P value 95%CI_low 95%CI_high

個別受診勧奨有り 2.126 0.209 <0.0001 1.716 2.535

個別受診勧奨無し* Omitted

検診対象全員に実施 4.984 0.408 <0.0001 4.184 5.784

特定の年齢幅の者に

実施
Omitted

節目年齢の者に実施 -1.76 0.5 <0.0001 -2.74 -0.781

個別の郵送通知 -5.135 0.217 <0.0001 -5.56 -4.71

個別の電話通知 -1.933 0.421 <0.0001 -2.759 -1.107

個別訪問 (自治体職

員)
0.175 0.518 0.736 -0.841 1.191

個別訪問 (自治体職

員以外)
5.089 0.298 <0.0001 4.506 5.673

世帯主宛に通知 4.714 0.224 <0.0001 4.273 5.154  
 

 

 

表4.  肺がん検診受診率と再勧奨・集団検診・自己負担・同時受診との関連(pool推定) 

 
Coef. Std. Err. P value 95%CI_low 95%CI_high

未受診者全員に再勧

奨
2.909 0.38 <0.0001 2.165 3.653

再勧奨を実施せず -0.848 0.22 <0.0001 -1.28 -0.417

集団検診 3.816 0.462 <0.0001 2.91 4.722

個別・集団検診 3.006 0.448 <0.0001 2.078 3.935

一部の自己負担あり -3.546 0.389 <0.0001 -4.308 -2.784

全員自己負担あり -3.782 0.606 <0.0001 -4.97 -2.595

同時受診可 4.592 0.191 <0.0001 4.217 4.966

同時受診不可 -0.488 0.332 0.076 -1.027 -0.051  
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分担研究報告書 
  

厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
がん検診における‘Shared Decision Making’推進と利益不利益バランスに 

基づく受診意思決定支援ツール開発のための研究 
 

― 受診者情報に関する質的研究 ―  
 

研究分担者：山﨑 恭子 
帝京大学医療技術学部看護学科・教授 

 
研究要旨 
《研究の概要》 
地域における大腸がん検診・精密検査受診率向上にむけた看護職による支援について検討

するにあたり、定年延長に伴う退職時期を鑑み、67～69歳の地域住民で過去2年に大腸がん
検診未受診者8,088人に研究参加の案内状を送付したところ、740人より同意の返信があっ
た。そのうち、122人が会社の人間ドックなどで2年以内に受診していたため除外し618人が
研究対象にアンケート調査、便潜血検査キットの郵送による配布・回収と精密検査対象者に
は研究者が作成した看護職による大腸がん検診支援マニュアルに基づく支援の実施という
プログラムによる介入を行った。検体回収は607人で98.2%、検体提出した者のうち49人が
陽性で看護師による支援により41名が精密検査を受診（精検受診率83.7%）であった。62,63
歳を対象に実施した試行調査と今回の試行調査を比較検討し、大腸がん検診における受診率
および精検受診率に効果のある支援を検討する。 

 
Ａ．研究目的 
 日本の大腸がん検診は、1987年に免疫法によ
る便潜血検査が導入され、全国の市町村で実施
されている。しかし、諸外国に比べ受診率が低
いだけでなく、2017年の全国平均の精検受診
率も66.8%も他のがん検診に比べて低く、所定
の効果が得られていない(厚生労働省、地域保
健・健康増進事業報告)。そこで、大腸がん検
診の効果を最大化するために、受診の利便性と
看護職による支援を組み合わせた支援モデル
について水戸市を対象に異なる年齢を対象に
試行調査を行うことにした。本研究により、受
診者の利益不利益、看護職による支援から受診
意思決定に関する要因を把握し検討する。 
 
Ｂ．研究方法 
 研究対象は、67～69歳の地域住民で過去2年
に大腸がん検診未受診者8,088人に研究参加の
案内状を送付した。740人より同意の返信があ
り、そのうち、122人が会社の人間ドックなど
で2年以内に受診していたため除外し618人に
アンケート調査、便潜血検査キット(1回法)の
郵送による配布・回収と精密検査対象者には研
究者が作成した看護職による大腸がん検診支
援マニュアルに基づく支援を介入モデルとし
たプログラムを実施した。 
 
（倫理面への配慮） 

この調査は帝京大学医学系研究倫理委員会
からの承認（帝倫20-208号）を得て実施した。       
 
Ｃ．研究結果 
 検体回収は607人で98.2%であった。検体提出
した者のうち49人が陽性であり、陽性率は

8.1%であった。便潜血陽性者49名のうち、41
人が本研究に協力を得られている医療機関で
受診し、3名がかかりつけ医療機関などで受診、
5名受診拒否(内2人は陽性報告後、連絡とれず）
で、精検受診率83.7%であった。精密検査受診
拒否の理由は、｢入院のため｣、｢長期出張で戻
れないため｣、｢精密検査費用が出せないため｣
であった。 
 
Ｄ．考察 
便潜血検査キットの郵送について、定年退職

後と想定される62歳、63歳の地域住民で、過去
に2年間、大腸がん検診が未受診であった者、
さらに、定年引上げ制度の退職後から2年が経
過した67歳～69歳の者で過去2年間大腸がん
検診が未受診であった者において、郵送による
便潜血検査(1日法)キットの配布と回収を行う
ことでコロナ禍での利便性に加え、研究説明書
およびアンケートによるinvitationによる知識
の普及を図る等の多角的なアプローチにより、
未受診であった者に対し検診受診行動に繋が
った影響があったことが推察できる。 
精密検査では、便潜血陽性者に看護師が個別

に電話連絡し、事前に作成した大腸がん検診支
援マニュアルにそって、受診者から想定される
質問と回答を行い、本研究に協力の得られてい
る大腸内視鏡実施病院への橋渡しを行った。受
診者に必要な情報提供を適切に行うことで、1
回目精検受診率84.8%、2回目83.7%と2019年
の全国平均71.4%を上回り、看護師による一連
の個別支援による効果が大きいと考えられた。 
 
Ｅ．結論 
 検診完遂のためには看護師の精密検査受診
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勧奨は非常に有効であり、精密検査受診へつな
げられる効果的な手段であった。 
郵送法は、コロナ禍で未受診者の検診受診勧

奨の方法の一つとして考えられる。 
 
Ｆ．健康危険情報 
   該当なし 
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